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電気自動車等の充電設備整備事業（A事業）　様式等一覧 2025.6.2
A事業　提出用書類等チェックリスト（交付申請時）

○：提出が必要なもの 　△：必要に応じて提出

	№
	提出書類
	法人等事業者
	管理組合等
	提出前に確認✓

	
	
	
	
	紙媒体　2部

電子データ１式

	１
	提出書類チェックリスト（本紙）
	○
	○
	

	２
	交付申請書（第１号様式）
	○
	○
	

	３
	事業計画書（第２号様式）
	○
	○
	

	４
	収支予算書（第３号様式）
	○
	○
	

	５
	県税の納税証明書（発行から３か月以内の原本， 県税の滞納がないことを証明するもの）
	○
	○
	

	６
	手続き代行者届出書（第19号様式）
	△
	△
	

	７
	現在事項（または履歴事項）全部証明書（発行から３か月以内の原本）
リースの場合　リース会社及びリース契約者それぞれのもの
個人事業者については直近年度の確定申告書（第一表）の写し
	○
	－
	

	
	身分証（免許証等の写し）、総会資料等（代表者の選任、設置の決議）
	－
	○
	

	８
	充電設備を設置する建物の全部事項証明書

(発行から3か月以内の原本、建物に関係しない場合は除く)　
	△
	△
	

	９
	充電設備を設置する土地の全部事項証明書

（発行から3か月以内の原本、複数にまたがる場合は複数。）
	〇
	〇
	

	10
	土地・建物の利用に関する許諾書

(申請者と設置場所の土地・建物の所有者が異なる場合)
	△
	△
	

	11
	カタログ等(導入設備の仕様・性能が判断できるもの)
	○
	○
	

	12
	見積依頼書・仕様書
	〇
	〇
	

	13
	見積書（設備及び工事）内訳書も必要（原則として３者以上）
	○
	○
	

	14
	工事要部写真（施工前）（第20号様式）
	○
	○
	

	15
	設置場所見取図 〔住宅地図等〕
	○
	○
	

	16
	平面図 　〔敷地内の配置図・位置図〕
	○
	○
	

	17
	電気系統図（単線結線図など）
	○
	○
	

	18
	配線ルート図（平面図上の配線ルートに、立ち上がり・立ち下り部分の長さ、ケーブルの規格等を記載）
	○
	○
	



（デマンドコントローラー及び課金デバイスを申請する場合）

	
	△
	△
	
	

	20
	メーカー名、型式、価格の記載がある資料

(付帯設備設置工事を申請する場合）
	△
	△
	

	21
	特別措置の申込書、請求書

(特別措置にて電力契約を結び充電設備を設置する申請の場合)
	△
	△
	

	22
	貸与料金算定根拠明細書（リース契約等の場合）
（第21号様式）
	△
	△
	

	23
	利益等排除申告、資本関係を証する書類等

(自社又は資本関係にある会社から調達する場合）
	△
	△
	

	24
	「事前着手承認申請書」（第６号様式 ）

(交付決定前に事業に着手する場合）
	△
	△
	


(国補助を併用する申請の場合）

	
	△
	△
	
	

	26
	契約先選定理由申請書
(競争によらない発注とする場合)
	△
	△
	

	27
	充電設備等設置工事の申告計算書（エクセルファイル）
（国併用については添付不要）
	△
	△
	

	28
	申請時特有の提出書類
・揮発油販売業者の給油所として登録されていることを証する書類（給油所の場合）
・時間貸し駐車場であることを示す書類（時間貸し駐車場の場合）
・共同住宅等であることを証する書類：建築基準法に基づく確認済証、検査済証、建築計画概要書、建築台帳記載事項証明書等で共同住宅等であることが明記されている書類
(共同住宅の場合)
・管理組合から許諾を受けた法人または居住者であることを証する書類（集合住宅分譲の場合）
・月極駐車場の賃貸借契約書(月極駐車場の場合)
　等
	△
	○
	

	29
	その他協会が必要と認める書類
	△
	△
	


A事業　提出用書類等チェックリスト（実績報告時）
〇：提出が必要なもの　△：必要に応じて提出
	№
	提出書類
	法人等事業者
	管理組合等
	提出前に確認✓

	
	
	
	
	紙媒体２部

電子データ１式

	１
	提出書類チェックリスト（本紙）
	○
	○
	

	２
	実績報告書及び補助金交付請求書（第14号様式）
	○
	○
	

	３
	事業実績書（第２号様式）
	○
	○
	

	４
	収支精算書（第３号様式）
	○
	○
	

	５
	振込口座届出書（第16号様式）
	〇
	〇
	

	６
	充電設備本体の発注書
	○
	○
	

	７
	充電設備本体の支払い処理が済んでいることが示された領収書等の写し
	○
	○
	

	８
	充電設備本体の保証書等
	○
	○
	

	９
	工事費の支払い処理が済んでいることが示された領収書等の写し
	○
	○
	

	10
	充電設備等設置工事の実績申告（エクセルファイル）
（国併用の場合は不要）
	△
	△
	

	11
	工事要部写真（施工中・施工後）（第20号様式）
	○
	○
	

	12
	完成平面図〔敷地内の配置図・位置図〕
	○
	○
	

	13
	完成電気系統図（単線結線図など）
	○
	○
	

	14
	完成配線ルート図（平面図上の配線ルートに、立ち上がり・立ち下り部分の長さ、ケーブルの規格等を記載）
	○
	○
	

	15
	取得財産等管理台帳・取得財産等明細表の写し（第18号様式）
	○
	○
	

	16
	特別措置の支払いを証する書類
（特別措置にて電力契約を結び充電設備を設置した報告の場合）
	△
	△
	

	17
	「リース契約書」の写しおよび「貸与料金の算定根拠明細書」（第21号様式）

（リース契約に基づく報告の場合）
	△
	△
	

	18
	利益等排除申告等
（自社又は資本関係にある会社から調達した報告の場合）
	△
	△
	

	19
	「駐車場賃貸契約の契約書」など
（月極駐車場に設置する場合）
	△
	△
	

	20
	軽微変更理由書
	△
	△
	

	21
	国補助の補助金額確定通知書の写し
（国補助を併用する場合）
	△
	△
	

	22
	実績報告の充電口数が申請時の既設充電設備の充電口数を超える申請をする場合に必要な書類
・電気自動車等の自動車検査証（車検証）、左記の電気自動車等の発注を完了したことを証する発注書(事務所・工場等の場合)　等
	△
	△
	

	23
	その他協会が必要と認める書類
	△
	△
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4,12,13,14は交付申請時のものと変更がなければ、内容は同じもので書類名を変更してください。
第１号様式（第７条関係）
令和　　年　　月　　日　
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
         　  理事長　宮廻　甫允　殿　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                      　　　  　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                     　　　   　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
補助金交付申請書
　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業を実施したいので、下記のとおり補助金を交付くださるよう、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　補助金交付申請額　金　　　　　　　　　　円
２　関係書類
(1) 事業計画書
(2) 収支予算書
(3) その他別に定める書類
３　他の補助金等の交付申請の状況
　　　他の補助金申請（　有　・　無　）〔いずれかに○印〕


第２号様式（第７条、第１２条、第２１条関係）
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
             事業（変更）計画（実績）書〔不要な文字を削除または2重線で消す〕
※　事業変更計画書においては、特に定めているものを除き、変更箇所に下線を付すこと。
１　申請者について
　(1) 申請者の氏名等
　　　住所
    　氏名
　　　Tel
　　　Mail
　(2) リース契約により事業を実施する場合、使用者（契約者）の氏名等
　　　住所
    　氏名
　(3) 事務手続きの一部を第三者（手続代行者）に依頼する場合、その氏名等
　　　住所
    　氏名
　　　Tel
　　　Mail
２　事業の実施箇所等について
　(1) 実施箇所の名称等
    　所在地※　
    　※所在地は充電設備設置箇所　(登記簿上の地番)
名　称
　　　（該当する区分を○で囲む）
区　分　給油所・商業施設又は宿泊施設等・集合住宅・月極駐車場・事務所・工場等
　　　
　(2) 実施箇所である土地の所有者の氏名等
　　　住所
　　　氏名
　　　申請者の土地使用権限　所有 ・ 貸借 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　）
(3) 建物内に設置する場合は建物の所有者の氏名等

氏名
　　　申請者の建物使用権限　所有 ・ 貸借 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　）・屋外設置
３　事業費、補助金額等について
※金額は全て税抜で表示
　(1) 充電設備の購入費
                                                                                              　　（単位：基、円）
	種類
	メーカー名
	型式
	補助金交付
（上限）額
	設置
基数
	購入費
（税抜き）
	補助金額

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	


　　　注１　種類には次の略称を記入すること。
　　　　　　急速：急速充電設備　　　普通：普通充電設備　　コン：充電用コンセント
            スタ：充電用コンセントスタンド　　　　　　　　　Ｖ：V2H充放電設備
注2　複数台設置する場合は型式ごとに1行とすること。

　(2) 充電設備の設置工事費
                               　　　         　　（単位：円）
	設置工事費
（税抜き）
	補助対象経費
	補助金額

	
	
	


　(3) 国、市町村等の補助金の併用予定（国、市町村等の補助金の併用しない場合は記入不要）
                                                          　　　　 （単位：円）
	補助金交付団体名
	補助対象経費の区分
	補助金額

	
	
	


注１　補助対象経費の区分には次の略称を記入すること。
　　　購入費：充電設備の購入費　工事費：充電設備の設置工事費
　　　購入費・工事費：充電設備の購入費及び設置工事費
　２　補助金額には交付申請額、交付決定額又は交付確定額のいずれか直近のものを記入すること。
　(4) 事業期間（予定）
     　　
	事業実施期間
	着　手
	令和　　年　　月　　日
	完　了
	令和　　年　　月　　日


　　　　　・着手：発注又は契約のいずれか早い日
　　　　　・完了：工事完了又は費用の支払いが最終完了するいずれか遅い日
　(5) 申請者注と調達先との関係（該当するものに☑）
　　ア　充電設備の調達先
　　　　□ 資本関係にない
　　　　□ 自社調達
　　　　□ 資本関係にあるメーカー　□ 100％同一資本に属するグループ企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □ 上記以外の関係会社
        □ 資本関係にある販売会社　□ 100％同一資本に属するグループ企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □ 上記以外の関係会社
　　イ　設置工事の調達先
　　　　□ 資本関係にない
　　　　□ 自社調達
　　　　□ 資本関係にある施工会社　□ 100％同一資本に属するグループ企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □ 上記以外の関係会社
　　注　リース契約により事業を実施する場合は、使用者（リース契約者）と調達先との関係について
    　　  記入すること。
　(6) 設置の種別（該当する区分を○で囲む）
      新規設置 ・ 追加設置 ・ 入替設置
　(7) 本事業において導入される充電設備の基数等の数量　
	
	急速充電
	普通充電
	充電用
コンセント
	コンセントスタンド
	V2H

	既存の充電設備
	基数
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基

	
	口数
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口

	今年度、廃棄予定の充電設備
	基数
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基

	
	口数
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口

	今年度、導入予定の充電設備
	基数
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基

	
	口数
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口

	今年度事業終了時の充電設備合計
	基数
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基
	　　　　基

	
	口数
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口
	　　　　口


 ※新規設置の場合は｢今年度、導入予定の充電設備｣、｢今年度事業終了時の充電設備合計｣の項目のみ記載

４　充電設備の運用方法
　(1) 料金徴収
　　　　□　なし
□　あり →　料 金 額（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）
　　　　　　　　　　 徴収方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）
　(2) 運用日、時間
      運 用 日　（　　　　　　　　　　　）
　　　運用時間　（　　：　　～　　：　　）
　※給油所又は商業施設、宿泊施設において24時間運用できない場合はその理由（対象者のみ）
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　(3) 具体的な運用方法（利用者の申出から充電完了までの手順等）
　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
5 施設区分毎の状況　
（5－1～5－5においては、該当する箇所を入力してください。）
５－１　給油所について
(1) 揮発油販売者の給油所として登録されている　□いる・□いない
(2) 来客用の駐車区画数（　　　）区画
(3) 施設が新築又は改築の場合、営業開始予定日　　年　　月　　日
下記、いずれかに該当するものに☑してください。
(4) インターネット上での充電設備の情報の確認
充電設備の場所や出力、利用可能時間、メンテナス等による休止状況などがインターネット上で確認ができるか。
□できる インターネット上の掲載先（URL:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□未定
※｢未定｣の場合，実績報告までにインターネット上の掲載先を報告することで可とします。
(5) 路面標示
東京電力登録商標デザインの路面表示（ＣＨＡＲＧＩＮＧ ＰＯＩＮＴ）を設置するか。

□はい
□いいえ
｢いいえ｣の場合、上記の路面標示ができない理由※
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※景観条例や公園法等によるやむを得ない事由により、路面表示の設置ができない場合は「代替路面表示」を申告できます。その場合は理由を記入してください。

(6) 急速充電設備
設置する充電設備は、ＯＣＰＰ１.６以上に準拠した総出力５０ｋＷ以上の急速充電設備であるか。
□はい
※上記を示す書類を添付してください。
５－２　商業施設又は宿泊施設等について
　(1) 施設のカテゴリー注（該当するものに☑）
□ 商業施設等
      □ ホテル、旅館等
      □ 動物園、水族館、公園、遊園地等
      □ コンビニ
□ 自動車ディーラー
      □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　(2) 来客用の駐車区画数　（　　）区画
　(3) 施設が新築又は改築の場合、営業開始予定日　　　　年　　月　　日
下記、いずれかに該当するものに☑してください。
（4）インターネット上での確認
充電設備の場所や出力、利用可能時間、メンテナス等による休止状況などがインターネット上で確認ができるか。　
□できる インターネット上の掲載先（URL:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□未定
※｢未定｣の場合，実績報告までにインターネット上の掲載先を報告することで可とします。
（5）路面標示
東京電力登録商標デザインの路面表示（ＣＨＡＲＧＩＮＧ ＰＯＩＮＴ）を設置する。

□はい
□いいえ
｢いいえ｣の場合、上記の路面標示ができない理由※
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※景観条例や公園法等によるやむを得ない事由により、路面表示の設置ができない場合は「代替路面表示」を申告できます。その場合は理由を申告してください。

（6）急速充電設備
設置する充電設備は、ＯＣＰＰ１.６以上に準拠した総出力５０ｋＷ以上の急速充電設備である。
□はい
※上記を示す書類を添付してください。

５－３　集合住宅について
　(1) 集合住宅の住戸数等
      □分譲　　□賃貸　□分譲 　□賃貸
      住戸数　（　　）戸
　(2) 駐車場
 　　 □平置き  □自走立体式 　□機械式 　□その他（　　　　　　）
      駐車区画数　（　　）区画
充電器設置　□全区画　□一部区画　□共用区画
　
　(3) 新築の分譲集合住宅の場合、販売開始予定日
新築の賃貸住宅の場合、入居開始予定日　　　　　　　　年　 　月　 日
　(4) 賃貸住宅の場合、所有者の住居の場所
　　　□実施箇所の敷地内 　□実施箇所の敷地外
５－４　月極駐車場について
　(1) 形態及び区画数
 　　 □平置き  □自走立体式  □機械式  □その他（　　　　　　　　　　）
      駐車区画数　（　　）区画
充電器設置　□全区画　□一部区画　□共用区画
(2) 供用開始予定日　　　　年　　月　　日
　(3) 月極駐車場の所有者の住居の場所
　　　□実施箇所の敷地内 　□実施箇所の敷地外
５－５　事務所・工場等について
　(1) 業種等
      業種　（　　　　　　　　　　）
　　　従業者数　（　　　　　　　　）
　　　社有車数　（　　）台　※ 大型・特殊車両を除く。
　(2) 駐車場
      駐車区画数　（　　）区画
      新設の駐車場の場合、利用開始日　　　　年　　月　　日
(3) 事務所・工場等の経営者の住居の場所
　　　□実施箇所の敷地内 ・ □実施箇所の敷地外
(4) ＥＶ車の導入について (該当するものに☑)
　　□社用車で購入済、 □社用車で導入予定、 □職員で導入済、 □職員で導入予定

６　既存のEVの台数
既存の電気自動車（EV）自動車の台数　　　　
台　　　　　※EVが無い場合は｢０｣台と記載。

第３号様式（第７条、第１２条、第２１条関係）
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
（変更）収支予算（精算）書〔不要な文字を削除または2重線で消す〕
（収　入）
（単位：円）
	収入の種類
	予算額
	精算額
	増減額
	備　　考

	県の補助金
	
	
	
	

	国の補助金
	
	
	
	

	市町村他補助金
	
	
	
	

	その他の収入
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（支　出）
（単位：円）
	支出の種類
	予算額
	精算額
	増減額
	備　　　考

	充電設備購入費
	
	
	
	

	充電設備工事費
	
	
	
	

	その他の支出
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


注１　国・市町村等から補助金が交付される場合には、その（見込み）額を収入に計上すること。
　２　変更収支予算書においては、「予算額」の上段に変更後、下段に変更前かっこ書きの二段書きで記入すること。
　 3　金額は税抜で記載すること。

第４号様式（第８条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　
　様
　　　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　理事長　宮廻　甫允　

令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
補助金交付申請書（受理・保留・返却）通知書
　令和　　年　　月　　日付で交付申請のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業については、下記のとおりとなったので通知します。

記
（　）以下の理由により保留としています。速やかに対応をお願いします。
　　　令和　　年　　月　　日までに対応いただけなかった場合は、申請書類は返却
　　　扱いとなります。受理は予算のある限り先着順で受け付けていますので、ご対
　　　応いただいた時期によっては、締め切りとなっていることがありますので、ご
　　　承知おきください。　

　　　〈保留理由〉
（　）以下の理由により、受理せず返却いたします。　
　　　〈返却理由〉
第５号様式（第１０条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　  　 　　　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会　　
理事長　宮廻　甫允
　　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
補助金交付決定通知書
　令和　年 　月　日付けで申請のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１０条の規定により下記のとおり、交付することに決定しました。
記
１　補助金の額　金　　　　　　　　　　円
２　交付の条件
(1) 充電設備の設置における安全面や法規面の適合性については、補助事業者が十分に確認し、補助事業者の責任の下に設置すること。
(2) 補助対象経費の増額又は減率が20％を超える減額、実施箇所若しくは充電設備の種類の変更又は設置基数の増減、工事施工業者の変更が生じたときは、協会の承認を受けること。
(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ協会に報告してその承認又は指示を受けること。
(4) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに協会に報告してその指示を受けること。
(5) この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の帳簿及び契約書、領収書等の明細が分かる証拠書類は、令和13年3月末日まで保管すること。
(6) 補助金により取得した充電設備及び付帯設備等は、充電設備の設置を完了した日から５年を経過する日まで保有しなければならないこと。
(7) その他令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱の定めに従うこと。
第６号様式（第１１条関係）
令和　　年　　月　　日　
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
　　　　 　理事長　　宮廻　甫允　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                     　　　　   　法人等にあっては、主たる事務所の
                                      　 　　　 　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
事前着手承認申請書
　交付申請を行っている令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業について、補助金の交付の決定を待たずに着手したいので、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定により、下記のとおり申請します。
　なお、今後、交付決定がなされなかったり交付決定額が交付申請額を下回るなどして、事前着手したことに伴う不利益が生じたことを理由に、異議を申し立てることはありません。
記
１　着手予定日等
　　充電設備の発注　　　　年　　月　　日　充電設備の納品  　　　年　　月　　日
　　設置工事の開始　　　　年　　月　　日　設置工事の完了　　　　年　　月　　日
２　交付決定を待たずに着手する理由
第７号様式（第１１条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
　　　　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　　  　　理事長　宮廻　甫允　 
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
事前着手承認通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業の事前着手については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１１条第３項の規定により下記の条件を付して承認します。
記
１　交付決定がなされなかったり、交付決定額が交付申請額を下回るなどして、事前着手したことに伴う不利益が生じたことを理由に、異議の申立てをしないこと。
２　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱その他当協会の定めに従って事業を実施すること。
第８号様式（第１２条関係）
令和　　年　　月　　日　
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                   　　　     　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                     　　　   　　所在地、名称及び代表者の氏名　　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
変更申請書
　令和　年　　月　　日付け鹿環協第　号で補助金交付決定通知のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業を下記のとおり変更したいので、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１２条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　補助金交付申請額　　金 　　　 　　　　　　　円
　　（直近の交付決定額　金　　　　　　　　　　　円）
２　計画変更の理由
３　関係書類
(1) 事業変更計画書
(2) 変更収支予算書
(3) その他別に定める書類のうち変更があったもの
第９号様式（第１４条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　　　
　　　　　　　　　　　　様
一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
                                        　　　　　    理事長　宮廻　甫允　
　　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
変更承認通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業の変更については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１４条の規定により承認します。
第１０号様式（第１４条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　様
一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
変更交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業の変更については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１４条の規定により承認し、下記のとおり変更決定します。
記
１　補助金の額　金　　　　　　　　　　円
２　交付の条件
第１１号様式（第１８条関係）
令和　　年　　月　　日　
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                       　　　 　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                      　　　 　 　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
実施状況等報告書
　令和　　年　　月　　日付け鹿環協第　号の（変更）交付決定通知に基づく令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業の実施状況等について、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１８条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の遂行状況

２　関係書類

　　１に記載する事業の遂行状況が分かる書類

第１２号様式(第１５条関係)
令和　　年　　月　　日
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                       　　　 　  法人等にあっては、主たる事務所の
                                      　　　  　  所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
補助金交付(変更)申請取下書
　令和　年　月　日付けで交付(変更)申請した令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１５条の規定により、下記のとおり取り下げます。
記
	申請年月日
	　　　　 年　　 月 　　日

	交付金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	取り下げの理由

	


　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
                         　　   
                          　　           
第１３号様式（第１８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　 　月　　日
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                        　　　　　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                     　　　   　　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
遅延・中止報告書
　令和　年　　月　　日付け鹿環協第　号で交付（変更）決定の通知を受けた事業について、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第１８条第３項の規定に基づき、事業中止・廃止・工事遅延等について事前報告します。
記
　　
	補助事業の名称
	

	　交付決定番号
	

	中止・廃止・遅延の内容及び原因
	

	中止・廃止・遅延に対する処理
	

	中止・廃止・遅延が補助対象事業に及ぼす影響
	

	交付申請時の
完了予定年月日
	　　　年　　　月　　　日

	本報告時の
完了予定年月日
	　
　　　年　　　月　　　日　中止・廃止の場合は空欄


第１４号様式（第２１、２４条関係）
令和　　年　　月　　日　
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                        　　　　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                        　　　　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
実績報告書及び補助金交付請求書
　　令和　　年　　月　　日付け鹿環協第　号の（変更）交付決定通知に基づき令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業を実施したので、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第２１条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。
なお、交付額が決定した際は、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第２４条の規定により、確定した額を振込口座届出書で指定の口座に振り込みにより交付されたく請求します。
記
関係書類
１　事業実績書
２　収支精算書
３　その他別に定める書類
第１５号様式（第２２条関係）
鹿環協第　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　  様
  一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
　　理事長　宮廻　甫允　　　　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
補助金交付確定通知書
　　令和　　年　　月　　日付けで実績報告のあった令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業については、令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第２２条の規定により、下記のとおり交付額を確定しました。
記
  交付確定額　　金　　　　　　　　　　　円
第１６号様式（第２４条関係）
令和　　年　　月　　日　
　
一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                        　　　　　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                        　　　　　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
振込口座届出書
　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金の交付先として、下記の口座を届け出ます。
記
【振込口座】
	金融機関名
	
	 □ 銀行
 □ 農協
 □ 信用組合
 □ 信用金庫

	支店名
	
	 □ 本店
 □ 支店
 □ 出張所

	口座の種類
	　□ 普通　　　□ 貯蓄　　　□ 当座

	口座名義人
	（フリガナ）


	口座番号（左詰）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	


注１　ゆうちょ銀行の振込用口座番号は通帳の記号・番号とは異なるので留意すること。
２　通帳の見開き部分（金融機関名、支店名、口座名義及び口座番号が記載された部分）の写しを添付してください。
第１７号様式（第２９条、第３０条関係）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻 甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                        　　　　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                        　　　　　所在地、名称及び代表者の氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
財産処分承認申請書
　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金交付要綱第２９条及び第３０条の規定により、下記のとおり財産処分の承認を申請します。
記
１　（変更）交付決定の日付および番号
　　　　令和　年　月　日　鹿環協第　　号
   ２　処分しようとする財産及びその理由           
	財産の名称
	処分の方法
	処分の時期
	処分の理由

	
	
	
	


   注：処分の方法の欄には，使用，譲渡，交換，貸付け，廃棄又は担保の提供の別を記載

   ３　相手方（住所，氏名）
   ４  処分の目的及び条件並びにこれに伴う収入金等に関する事項
第１８号様式（第２９条関係）
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
取得財産等管理台帳・取得財産等明細表
	　　　区分
財産名　　
	メーカー名
	充電設備等
型式
	製造番号又は
シリアル番号
	　取得価格
（円）
（税抜き）
	事業
完了日
（年月日）
	処分制
限期間
（年）
	実施箇所の所在地
及び名称

	充電設備等
補助金額
　（円）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　この管理台帳により、処分制限期間中に管理対象となる取得財産等は、充電設備及び付帯設備等のうち取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものとする。
　２　複数基設置の場合は、１基毎に全ての項目を記入すること。
　  3　事業完了日とは、工事完了又は費用の支払いが完了するいずれか遅い日
第１９号様式（第３３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻 甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
                                       　　　　　　法人等にあっては、主たる事務所の
                                        　　　　　 所在地、名称及び代表者の職氏名
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
手続代行者届出書
　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業補助金実施要綱第３３条の規定により、下記のとおり申請業務等の手続きを委託して実施します。
記
	手続代行を委託する事業


	

	委託する事業の実施場所


	

	代行者の名称


	

	代行者の住所


	〒

	代行者の連絡先等

担当者の氏名

担当者の所属部署名

電話番号
ファクス
メ ー ル
	

	代行者と申請者の関係


	


第２０号様式（別表第４、第５関係）
工事要部写真
	いずれか一つに〇
	施工前　　施工中　　施工後


　　
                                                   作成日　　　年　　月　　日
	申請
者名
	
	実施箇所名　　称
	
	報告者
	会社
	

	
	
	
	
	
	所属
	

	充電設備等設置工事
	機 器 名
	
	
	氏名
	

	


	写真番号
	
	写真番号
	

	　　


	

	コメント
	コメント

	

	写真番号
	
	写真番号
	

	
	

	コメント
	コメント


写真番号には、補助金の申請手引き「5-23要部写真の提出資料」に記載の写真番号を記入し、必須写真は必ず添付して下さい。また、必要に応じて、写真枠を追加して下さい。
第２１号様式（別表第５関係）
令和　　年　　月　　日　
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業
貸与料金の算定根拠明細書
　　
	
	交付申請書に添付
（見込額）

	
	実績報告書及び補助金変更申請書に添付（確定額）


  いずれかに〇印
↓ 　　　　　　         〈リース会社〉
住所
名称
担当者の所属
          氏名
      電話番号
ファクス
　      メール
　　
	貸与先　住所
	

	名称
	

	実施箇所名称
	

	充電設備のメーカー名／形式
	

	製造番号・シリアル番号
	

	基数
	


	リース期間（月数）
	か月

	補助金相当額（税抜）
	円

	リース料金総額（税抜）
	補助金あり
	円

	
	補助金なし
	円

	月額リース料金（税抜）
	補助金あり
	円

	
	補助金なし
	円


リース期間は５年以上であること
リース料金総額に受領する補助金が充当されていること

月々のリース料金に補助金相当分の値下がりが反映されていること
製造番号・シリアル番号は実績報告時に記入すること

参考書式１
令和　　年　　月　　日　
　
見積依頼書・仕様書
見積依頼先　　　　　　　　　　　　　　　
　様
 　　　　
　　　　  　　見積依頼者 住　  所
　　　　　　　　　　　　　　 氏名又は名称
        　　　　　　　　　　　　 代表者の職・氏名

　　　　　　
　
下記の仕様に基づき見積書を提出してください。
1. 件名　　　　　　　　　　　　　　
2. 見積仕様（メーカー名、型式、台数、工事内容、その他）
　
3.提出書類及び部数　　見積書1部
4.提出締切日　　　 　  年　 　月　 　日
5.提出先
　　　　　　　　　 　　　　　　担当者　　　　 　　　　　　　　
TEL　　　　　　　　／FAX　　　　　　　　　E-mail　　　 　　　　　　　　　　　　

参考書式２
令和     年    月    日
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　
契約先選定申請書
令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業における契約先につきまして、当該事業の経緯上、競争原理が働くような選定手続きを行わないこととしたいため、その理由を下記のとおり申請いたします。
記
1　契約内容
※当該補助事業の内容を記入（品名と数量を記入する）
　　
2　選定先業者
※当該事業の契約先の業者名を記入
　
3　選定理由
参考書式３
令和　　年　　月　　日
一般財団法人 鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻甫允　殿
補助事業者　住　　　　所
　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　代表者の職・氏名
軽微変更理由書

　令和7年度電気自動車等の充電設備整備事業を実施するにあたり、下記のとおり軽微な変更が必要となりましたので届けます。　　　　　　　　　

軽微変更の内容
	項目
	当初
	変更

	
	
	


（変更理由）
参考書式４
令和　　年　　月　　日

土地 ・ 建物　使用及び充電設備設置許諾書
（必要に応じて抹消）
使用者
　法人の所在地
　法人の名　称　　　　　　　　　　　　 様

　　
下記の物件についての使用並びに充電設備の設置について許諾します。
	許諾対象物件の所在地
(登記簿上の地番)
	

	使用及び設置を許諾する設備及び数量
	

	使用者

	

	使用目的

	

	承諾期間
	令和　　年 　 月 　日から令和　　 年　  月 　日
上記の使用承諾期間が終了した後も、引き続いての使用を承諾することがある。

	備考
	


注：許諾対象物件の所在地：建物以外に設備を設置する場合は、土地の登記簿上の地番（複数にまたがる場合は複数）
　　建物に設備を設置する場合は、建物の登記簿上の地番
　　｢使用者｣とは、補助事業者(補助事業申請者)。ただし、リース物件についてはリース契約者

　
　　　　　 

対象物件所有者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
有の場合、補助金等の名称及び事業実施主体を記入









